
令和２年度　アクションプランの実績報告

アクションプラン達成度

 

主な実施状況

1 経営幹部及び経営管理
職との情報連携システ
ムの構築

経営幹部及び経営管理職は各部
門の会議及び委員会に積極的に
参加し、情報収集ができる仕組
みを構築し、現状把握、迅速な
経営判断が行えるよう取り組
む。

・【企画推進】病院長は毎週各部
門とのヒアリングを行っている。
また、各部門代表があつまる拡大
幹部会議を開催し、現状把握や情
報収集を行っている。

2 部門別目標管理制度の
構築

各部門に目標管理制度を導入す
ることで経営管理体制を強化す
るとともに、職員一人一人の経
営参画意識の向上と組織の活性
化を図ります。

・【企画推進】各部門はＫＰＩ
（業績評価指標）を設定し、進捗
状況を毎月の拡大幹部会議で報告
している。

3 経営改善に関する諸課
題等を全職員が共通認
識するための情報発信

病院の現状を認識することによ
り、個々の職員に経営意識を持
たせ、職員の意識改革を行う。

・【企画推進】毎月開催している
拡大幹部会議の中で経営状況を報
告し、課題の共有化を行ってい
る。

4 人事評価制度の運用 各職員の目標管理制度による達
成度、組織への貢献度から職務
行動に対して適正な評価を行
い、職員の意欲を活用し組織力
の向上に繋げる。

・【企画推進】医療職人事評価制
度を導入し運用している。人事評
価は「業績評価」と「能力評価」
で行われ、診療その他の業務にお
いて力を注いでいる事柄につい
て、適正に評価することで、職員
の意欲向上に繫げている。

5 各部署の改善結果の定
期的な報告

改善事項の成果を公表すること
により、職員のモチベーション
の向上を図る。

・【企画推進】年１回の症例報告
会（院内の研究発表会）を実施。
（ただし、今期はコロナ禍のた
め、ポスター掲示のみで開催）
・【総務】職員提案の実施４０件
（前年度４８件）。

6 教育・研修機会の充実 医師等職員に学会、研修会等に
積極的に参加させ、目標意識を
高め、資質の向上を図る。

・【医師、医療技術員及び看護
師】学会、研究会、研修会、資格
取得などに月平均で１０名程の職
員が参加している。（看護部参加
者数・学会１３名、研究会０名、
研修会６１名、資格取得２名（脳
卒中看護認定看護師教育課程・特
定行為研修）

7 患者の満足度向上 地域の皆様に親しまれ、信頼さ
れる病院を目指す。

・【全体】患者満足度アンケート
を１０月に実施した。アンケート
結果を共有し、改善の基礎として
検討している。
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8 退院調整、退院支援機
能の充実

入院患者に対して積極的にリハ
ビリを行うなど、回復期機能の
充実を目指す。
退院調整会議の開催依頼
退院前の早期支援、病棟への情
報提供を行う。

・【看護部・地域連携】退院調整
会議を必要に応じて適切に開催し
ている。
退院前訪問指導料算定件数　２件
介護支援連携料の算定件数　１２
２件
退院時共同指導料２算定件数　５
５件
（コロナ禍により患者宅への訪問
看護は必要最小限とした。）

9 訪問看護ステーション
の利用促進

病棟と訪問看護ステーションの
連携を通じて、在宅事業の充実
を目指す。

・【訪問看護】訪問看護件数　月
平均７８３件（目標６２６件以上
／月）

10 医療施設の改修計画の
策定

地域の医療ニーズに適した医療
施設へ改修する計画を策定す
る。

・【施設用度】病棟改修は、病床
数削減等も含めた実施設計の見直
しを行っており、令和３年度後半
には改修工事に着工する予定であ
る。

11 医師事務作業の負担軽
減の推進

医師事務作業補助者の適正な配
置を始め医師事務作業の軽減を
図り、患者の治療に専念するこ
とで患者満足度を高め、安心・
安全な医療を提供する。

・【医事】医師事務作業補助者の
午前勤務者４名増員し、内科の全
診療室に配置、整形外科・産婦人
科の配置について増員した。

12 逆紹介の推進 軽度外来患者、退院患者を地域
医療機関に逆紹介することで、
医師の負担軽減を図るととも
に、当院が診るべき重症者の受
入れ強化を図る。

・【地域連携】逆紹介件数　月平
均７０７件（目標７００件以上／
月）

13 各科部長以上の医師の
積極的な大学医局への
働きかけ

地域において良質で安全な医療
を確保するために、必要な医師
確保に努める。

・【総務】不足が見込まれる診療
科を中心に病院長及び副院長が大
学医局を訪問。市長や副市長も大
学医局を訪問している。訪問件数
２５件

14 研修医の研修環境の整
備及び指導内容の充実
による研修医の育成

医学生から選ばれうる臨床研修
病院として、毎年の応募者数５
名以上を目標とする。各診療科
において研修医を育成する環境
を整備することにより、不足す
る診療科の医師確保に取り組
む。

・【総務】臨床研修部会を５回実
施。採用合同説明会が新型コロナ
ウイルス感染症の影響により開催
が中止となったので、オンライン
説明会に参加して当院のＰＲをし
た。引き続きの取組みとして、毎
週の勉強会の他に研修医のスキル
向上を図るため、平成２８年度よ
り著名講師陣による院内外の研修
会を５回実施し、その様子を研修
医ブログ等でＰＲを行った。

15 近隣の看護師養成施設
との連携強化

連携強化により、看護師採用者
数の安定的な確保を図る。

・【看護】アクションプランで
は、看護大学・専門学校への訪問
を予定していたが、コロナ禍によ
り学校訪問は行わなかった。代わ
りに病院パンフレット、採用試験
要綱、修学生募集要項を約３０校
に送付した。
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16 看護師の魅力のＰＲの
強化

看護師不足への対応として看護
に触れる機会を増やし、看護師
を希望する学生の増加を図る。

・【総務】看護修学生を９名認
定。
・【看護】例年実施の高校生１日
看護体験（８月実施）及びイン
ターンシップ（１２月～１月実
施）は、コロナ禍のため中止とし
た。

17 中途採用者及び潜在看
護師の確保及び支援

看護師不足への対策として、中
途採用者・潜在看護師を確保
し、中途採用者のキャリアを活
用できるよう支援する。

・【看護部】ナースセンター、
ホームページに募集継続。２名の
中途採用を確保し、中途採用教育
に沿って支援した。

18 より良いワークライフ
バランスの実行

看護師それぞれのライフステー
ジに合わせた働きやすい職場環
境を整備する。
職員の離職を防ぐための検討と
対策。

・【看護部・訪問看護】看護部の
離職率は１０．１％。年休取得を
推進し、仕事と休暇のメリハリを
つけるように働きかけた。昨年度
より平均４日多く取得させること
ができた。訪問看護は９．０％と
目標よりも下回る結果となった。
（目標：離職率１０％以下）

19 専門職スタッフの採用 専門職スタッフ人員の採用を積
極的に行い、医療サービス提供
の充実を図る。

・【企画推進・総務】人員配置要
望に係るヒアリングの実施（１１
月実施）。

20 スタッフの職場環境魅
力度の向上

専門職スタッフが継続的に能力
を発揮できる職場環境を整備
し、医療サービスの向上に繋げ
る。

・【総務】定期的な職場巡視（年
５回実施。
・【企画推進】例年実施の職員意
欲度調査（１０月実施）をコロナ
禍のため中止とした。

21 ＤＰＣデータを活用
し、具体的な改善策の
協議及び検討

病名に対する適正な治療を行う
ことによって、診療に係る経費
を縮減し、収入増を図る。

・【医事】医師が行った診療行為
に対する傷病名について、最も医
療資源を投入した病名や、副傷病
名の有無等の確認や見直しを行
い、令和２年度は約２千５百万円
の診療報酬請求額の増となった。
※各診療科ではなく、個別に医師
に確認等を実施

22 自律した看護の実践に
よる看護の質の向上

人材育成、専門性を高める教育
の見直しを行うとともに、目的
を持って生き生きと働ける教育
を行うことで看護の質の向上、
地域に求められる看護の実践が
できるように取り組む。

・【看護・訪問看護】看護師教育
システムを日本看護協会の看護師
能力開発評価システムを導入し、
新たな教育計画を策定した。認定
看護師教育、特定行為研修の受講
を推進し、２名研修を修了した。

23 疾病に応じた最適在院
日数の調整

在院日数と患者の疾病に応じた
最も適切な医療を提供する。

・【医事】全国のＤＰＣ病院の平
均在院日数で退院する割合が６
１．７％と前年より３．６％の増
となった。
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24 機能評価の更新 令和４年度病院機能評価更新に
向けて、医療安全を始めとする
体制の見直しを図る。

・【企画推進】令和２年に中間報
告として自己評価を実施した。令
和４年度に病院機能評価の更新を
予定している。

25 医療情報システムの効
果的な活用の推進

医療情報システムをより使い易
くするため、定期的にシステム
更新を実施する。

・【医事】年７回、病院内のシス
テム更新を実施し、院内システム
の利便性向上をした。

26 救急患者を断らない体
制作りと救急隊との連
携

救急患者を断らない体制を作
り、救急隊との連携を強化する
ことにより、救急搬送患者受入
増を図り、入院件数の増加及び
収入増に繋げる。

・【看護】救急隊からの連絡は、
医師と連携し対応している。救急
搬送患者２，５７３名で即日入院
９３７名、入院率３６．４％
救急車お断り件数４２５件

27 医師会合同症例検討会
の充実

地域全体の医療水準の向上に努
める

・【地域連携】新型コロナウイル
ス感染症感染拡大防止のため、症
例検討会の開催を控えたため、今
期の開催を見合わせた。

28 高度急性期病院との連
携強化

地域の高度急性期病院との連携
を強化し、高度急性期より回復
した患者を受け入れる事によ
り、入院件数の増加及び収入増
に繋げる。

・【地域連携】地域包括ケア病棟
への紹介件数　年間４１件

29 病診連携の強化 地域の診療所の紹介患者を積極
的に受け入れるとともに、軽度
外来患者、退院患者を逆紹介す
ることで、地域医療の円滑化を
図る。

・【地域連携】紹介件数　月平均
７０６件（８，４６６件）（目標
９４０件／月）

30 健診センターとの連携
強化

健診センターからの2次検診依頼
を積極的に受け入れ、検査数増
加に繋げる。

・【地域連携】健診センターから
の予約紹介件数　年間１件

31 積極的な広報活動の充
実

市民病院のイメージ刷新を図
り、積極的に地域、医療機関に
情報を発信し、患者数の増加に
繋げ、必要な研修医や看護師の
確保を目指す。

・【総務】広報誌ほほえみ・みど
りの作成を年間４回、紹介べんり
帳の作成を実施した。
研修医募集のパンフレットの作成
をした。

レポートの統計分析、対策検討
を行い、院内周知を図る。

・【医療安全】年間インシデント
報告件数は１，３１９件あった。
結果を分析して対策を検討してい
く。

病理結果が閲覧されていること
を確認し、結果見忘れによるイ
ンシデントを防止する。

・【中央検査】病理結果の未読件
数は２１２件あった。病理結果を
主治医に情報提供する仕組みを検
討する。

33 医療機器の操作ミス防
止

医療機器を安全に使用し、医療
事故防止に努める。

・【臨床工学】ＭＥ機器に関する
勉強会のを８９回開催、機器マ
ニュアルの見直しを６回実施し
た。
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34 病床管理機能の強化 病床の管理及び運営を検討する
委員会を継続。効率的な病床利
用を図ることにより安定した病
床利用を維持し、医師及び看護
師等の負担軽減を図り安心・安
全な医療を提供する。

・【看護】コロナ禍により、一般
病棟から有熱病棟に再編した。入
院初日から数日は個室管理とし、
発熱のないことを確認後、４人床
に移動している。このような病床
運営のため、入院患者管理を中央
化し、いずれも混合病棟として病
床の有効活用に努めている。今期
は期初にコロナ陽性者が発生した
ため、病床利用を抑制したことが
影響し、病床利用率は５０．６％
であった。

35 地域包括ケア病棟の適
正運用

平成27年度に導入した地域包括
ケア病棟の安定稼動を目指しま
す。

・【看護】一般病棟の入院患者の
減少により、地域包括ケア病棟の
患者も減少した。病床利用率は６
０％であった。

36 診療報酬明細書の点検
作業の効率化及び請求
内容の精度の向上

請求漏れ及び減点を減らし、収
入増加を図る。

・【医事】減点内容の分析と対
策。一時減点率０.１７％（目標
０.０８％以下）、保険診療委員
会で報告。

37 施設基準の検討及び診
療報酬の積極的な算定

施設基準の検討を行い、診療報
酬の算定にあたっては、院内の
連携を強化する中で積極的な算
定に努め収入増を図る。また出
来高算定項目についても、積極
的な算定に努める。

・【医事】令和２年度診療報酬改
定により、入院料の加算の新規３
項目、変更１項目の届出を行っ
た。ＤＰＣ係数は昨年度末１．３
３１５から今年度末１．３７２
８、０．０４１３上がった。しか
し、入院患者数の減により、施設
基準の加算収入は▲２６，５９５
千円の減となった。

38 未収金防止対策を組織
で実施

未収金発生防止及び回収対策を
実施することにより、安定した
医業収入の確保を図る。

・【医事】未収金回収率　月平均
９５．１％（０．６％の増）

39 疾患別リハビリテー
ション料の算定件数の
向上

リハビリテーションを充実させ
ることにより、患者サービスの
向上を図るとともに、医業収益
の増加を目指す。

・【リハビリ】１人当たりのリハ
ビリ提供単位数（目標１８単位）
月平均、理学療法士１８．２、言
語療法士１６．５、作業療法士１
４．０

40 栄養食事指導等指導料
の算定件数の向上

指導件数を増やすことにより、
収入増を図る。

・【栄養】栄養指導件数１，０２
０件（前年度１，１５７件）。

41 高度医療機器の利用促
進

地域の医療機関相互の密接な連
携と機能分担の促進、医療資源
の効率的活用に努め、地域の医
療水準の向上を図る。

・【画像・中央検査】エコー検査
の件数が画像診断室と中央検査室
の合計で３，３２４件実施。

42 病棟における薬剤管理
指導業務の拡大及び指
導料件数向上

病棟に薬剤師を配置することに
より、服薬指導等の質の向上及
び件数の増加を図ることで安
心・安全な医療を提供する。

・【薬剤】病床稼働率に応じた薬
剤管理指導、退院時薬剤管理指導
を実施した。

43 委託契約の仕様の見直
し

現行の委託契約の仕様内容を見
直すことにより、委託費の削減
を図る。

・【施設用度】仕様の内容及び価
格について全面的な見直しを行っ
た。
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44 物流システムによる購
入・消費・定数管理の
推進

購入材料の種類を減少させるこ
とにより、診療材料及び医療薬
品の定数管理を随時見直し、適
切な購買管理の体制構築を目指
す。

・【施設用度】毎月、診療材料の
不動在庫及び有効期限切迫品の抽
出を実施。

45 後発医薬品へ積極的な
導入

後発医薬品に切り替えて、医薬
品の適正化を図るとともに後発
医薬品の利用向上につなげる。

・【薬剤】後発医薬品数量９１．
１％（目標８５％（後発医薬品使
用体制加算１)以上）。

46 購入単価の適正化 他病院とのベンチマークを行
い、購入単価の適正化を図る。

・【施設用度】ベンチマーク分析
による価格交渉を実施。

47 計画的な医療機器の更
新及び医療環境の変化
に即応した導入

実施計画の策定に合わせて、中
長期の医療機器更新計画及び予
算枠を定めておくことにより、
計画的な医療機器の購入を行
う。

・【施設用度】各部署要望調査
（７～８月）、購入機器の決定
（９月）を実施した。ベンチマー
クを分析するなどし、価格交渉を
行っている。

48 経営分析システム、Ｄ
ＰＣ分析システム等を
利用した経営分析

今後の病院経営のあり方や診療
プロセスの適正化に向けて検討
等を行い、経営状況の分析を行
う。

・【医事】ＤＰＣ分析システムを
利用して「落ち葉拾い」（算定率
向上の取り組み）を実施予定で
あったが、新型コロナウイルス感
染症のために未実施。令和３年度
より再開予定。

49 経営改善会議による具
体的な収支改善策の協
議及び検討

病院の各部門長が経営改善に向
けた具体策を実行するため、検
討・協議を行い、経営改善を図
る。

・【企画推進】拡大幹部会議の開
催。年１２回。毎月の経営状況を
報告、検討。

病
院
経
営
状
況
の
分
析

　
薬
品
費
・
診
療
材
料
費
の
適
正
化

医
療
機
器
の
適
正
購
入


